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エグゼクティブサマリー

都会や都市部での備えは、COVID-19に対

する国家、地域、世界規模の効果的な対

応に必要不可欠である。都市環境は、備え

に影響を与える独自の力動に直面する。と

いうのは、都市部は渡航における結節点

（ハブ）としての役割を果たし、人口密度が

高いため疾患が拡大するリスクが高く、過密

な公共交通網が発展しているという点におい

てである。多様な小集団が、異なる社会文

化的ニーズを持ち、その中には脆弱なグルー

プが含まれている。規格外の家に密集して住

む人々は、安全な水、下水、衛生設備を利

用することができず、また非公式の居住地に

住む人々は失業していることも多く、非公式

経済に依存していることが多い。また都市部

は先進医療の中心地でもあり、より広域の

医療制度にとって重要な役割を果たしている。

地方自治体は管理および政策決定に責任

があり、準備から対応、そしてCOVID-19から

の最終的な回復までを含めた、緊急事態管

理サイクルを通して重要な役割を担っている。

効果的であるためには、あらゆる公衆衛生

上の対策は、遵守したいと思わせるような

方法で実施、設計されなければならない。

都市部の自治体は以下のようにすべきであ

る：

• 多部門、政府全体、社会全体の連携

されたアプローチを採用する。

• 行政のレベルを超えて、対策における連

携と一貫性を促す。

• 現状のハザードと脆弱性を特定する。

• 脆弱な小集団を特定し、公平に保護

する。

• 健康上の問題、規範、認識と併せて、

多様な社会的・文化的な影響を検討

する。

• 非公式の業種や経済への依存度を考

慮する。

• 情報伝達の最も適切な手段を検討す

る。

• 必要不可欠なサービスの継続的な供

給を徹底する。

• 医療施設はCOVID-19への備えを確保

し、必要な追加資源を特定し調達する。

• 適切な住居を確保し、ホームレスになるリ

スクを減らし、地域外への移動と移動性

を予測する。

• 良好な精神状態を維持するために十分

な配慮が確実になされるようにする。

• 準備のための対策は、強固なエビデンス

に可能な限り基づく様に徹底し、対策の

結果起こる人命と生活への影響を考慮

する。

COVID-19に対する戦略的準備・対応計

画 (SPRP)1とCOVID-19に対する戦略の更

新2に加え、都市部の地方自治体が、

COVID-19への強固な対応のを行う準備を

確実にするため、取り組むべき4つの重点領

域がある：

• 健康リスクと健康影響に対して効果的

な対応をとる準備としての、現場用に

調整された計画

• 対策の遵守を励行するために、リスクや

危機的状況の情報伝達をし、自治体

に参画してもらうこと

• 各地の状況に適した公衆衛生対策、

特に物理的距離、手指衛生および

咳エチケット

• COVID-19のための医療サービスへのア

クセス確保と必須サービスの継続

回復期や流行の間欠期には、都市部は、

COVID-19の状況における公衆衛生上の措

置や社会的措置の調整に関する暫定ガイダ

ンスを参照し、措置の段階的な緩和が、記

載されている検討事項に沿ったものであること、

疾患の再燃のリスクに対してバランスがとれて

いることを確かめ、また疾患の再拡散が早急

に検出できるように徹底すべきである。

COVID-19に対する緊急行動は、段階的設

定を行い、現在また将来の健康上の緊急事

態に向けて持続的にキャパシティを広げる必

要がある。COVID-19の経験を文書化し、学

習し、共有することは、将来の健康上の緊急

事態のリスクや影響を減少させる上で、より

有益な準備のための情報を提供し、構築す

る上で役に立つだろう。
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I. イントロダクション

都市部はCOVID-19のリスク下にある。多

くの人口密集地域では、症例数と死亡

者数が高く、このような場所でのウイルスの

導入と拡散の容易さを反映している。

COVID-19を含む全ての種類の健康上の

緊急事態に対して十分な準備ができるか

という点において直接的に影響があるよう

な、独自の力動に、都市環境は直面して

いる。これらの力動は、効果的な対応を

開始するための自治体の力を示しており、

さらには、他の地域における経験や優良

事例から学び、公衆衛生上の緊急事態

が発生する前に、準備のための適切な措

置を実施し、必要に応じて調整する必要

性を強調するものだ。

II. 対象読者と目的

本文書は、都市部における地方自治体、

指導者、政策立案者が、都市の脆弱

性を考慮した効果的なアプローチを特定

し、COVID-19や都市環境における同

様の事象に対する予防、備え、準備を

強化し、強固な対応と最終的な復興を

確実にするための推奨事項を実施するこ

とにおける支援を目的としている。これは

都市環境に特有の重点領域を包含し

ていて、またWHOの戦略的準備・対応

計画 (SPRP)1や戦略の更新2を含む、そ

の他のCOVID-19に関する文書を補完

するものである。これは網羅的ではなく、

規定的なものでもない。

「都市環境」という言葉の定義は多数あ

る。本文書では、一定の行政上または政

治上の境界線内にある、人口が多く密集

している地域を指す4。

メガシティを含む都市部は、地域的にも世界

的にも相互に影響を受け、また近隣の町や

農村部、移民が来る場所の影響も受ける

非常に複雑な居住地である。それらは主要

な入国地点（空港、港、地上国境など）

を持ち、国家、国内、国際的なハブとして機

能していることが多い。これらの輸送経路は、

多くの場合、伝播の中心としても機能する。

人口密度が高いことを考慮すると、多くの場

合で感染性疾患の拡大のリスクは増大し、

特に人が密集したエリアでは顕著である

（混雑した歩道、スーパーマーケット、文化

的・スポーツ・宗教的イベントを含む大規模

集会）。これらの人々は、ある場所から別の

場所へ移動するために広範囲で混雑した公

共交通機関網に依存していることが多い。ま

た密集した規格外の住宅があるコミュニティも

あり、トイレを共有している場合や安全な水・

下水・衛生（略してWASH）設備が利用

できない場合がある。

都市部には、COVID-19を含む公衆衛生

上の緊急事態に関して脆弱な集団や、異

なる社会文化的ニーズを持つ多様な人口

層や地域もある（表1の例を参照のこと）。

世界の多くの地域で見られる、急速な農村

から都市部への移動によって、非公式居住

地の増加を含む、管理されていない、無計

画な都市化がもたらされた。こういった居住

地で暮らす人々の、かなりの割合が失業者

もしくは非公式経済に依存して生きている。

また口コミをはじめとする様々な情報源があ

る可能性があり、都市部での健康上の緊

急事態の課題を錯綜させる、誤情報のリス

クの増加にもつながる。

III. 都市環境が特殊である理由
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IV. 都市部のCOVID-19への

備えを計画する上での

検討事項

都市部における最適な備えは、COVID-

19への効果的な国内、地域、世界規模

の対応において重要である。戦略的準備・

対応計画1、戦略の更新2、必須の備え、

準備、対応活動5は全ての国がCOVID-

19に向けて取るべき重要な検討事項と活

動を提示している。効果的に行うために、

あらゆる公衆衛生上の対策は、遵守した

いと思わせるような方法で実施、設計され

なければならない。そのような理由から、緊

急事態管理の全ての段階において、健康

部門とその他の部門に対して計画を立てる

際は、都市当局は以下の内容を追加的

に行う必要がある。

1.多部門、政府全体、社会全体の連携さ

れたアプローチを採用する：地域の資源

を活用するため準備に向けられたこのア

プローチは、対策（表2の例を参照）を

効果的に実施することを確かにする。こ

こには公共サービスがどのように組織化さ

れ現地で資金調達されているかについて、

また市民社会と民間部門の役割につい

ても考慮することが含まれる。

表1：

• 非公式居住地

• 都市部の貧困層

• ホームレスや不適切な住居に住む

人々

• 労働市場を含む難民や移住者

• 高齢者、特に孤立のリスクがある

もの

• 基礎疾患がある人

• 社会的に阻害されたグループ

• 物理的距離対策のために、自傷、

他害行為のリスクがある人

表2：

• 健康

• 社会サービス/ 保護

• メンタルヘルスサービス

• 輸送

• 住居とエネルギー

• 教育

• コミュニケーション

• 水、下水、衛生

• 市民の保安、安全

• 商業と経済

• 獣医学と動物の健康

• 国会議員

• その他多数

COVID-19アウトブレイクに

おける都市環境の

脆弱な集団の例

都市環境における

COVID-19への備えの中で
関与すべき部門の例

都市には多くの場合、三次医療や専門医

療のための紹介センターがあるが、中には

大規模な人口を受け持つものの治療への

アクセスが困難な場合や（経済的な障壁

がある場合も）、患者需要が急増した場

合にキャパシティを超えるリスクがあるような

医療制度しか持ち合わせない場合もある。

これらの病院や医療施設は、広域の地方

国内医療制度の強化において必須である

ことが多い。また都市は、医療や人道支援

における入り口としても機能する。

まとめると、これらの力動によって、都市部

は独自の準備策を必要とする。差し迫った

健康上の脆弱性と社会的格差の存在に

より、最も脆弱な集団のニーズに取り組み、

包括的な方法で感染への防御力を構築

することが求められている。地方自治体は

管理と政策立案の責任があり、この責任

には多くの場合公衆衛生や医療サービスの

確立を含む。また準備から対応とCOVID-

19からの最終的な回復までの、全体的な

緊急事態管理サイクルにおいて重要な役

割を果たす。このサイクルには危機に対処

するための新たな管理部門の調整やパート

ナーシップの迅速な確立が含まれる。
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2.行政のレベルを超えて、対策におけ

る連携と一貫性を促す： 国家レベ

ルから中間レベル（州など）、自治

体・地方レベルに至るまで。

6. 非公式の業種や経済への依存度を

考慮する： 特に社会の貧困層にとっ

ての重要な生計の源であり、また食

品や燃料などの必需品の供給源とし

ての可能性がある。非公式の業種や

生計を中断させる措置は、住民が対

策を遵守する能力に影響を与え、必

要不可欠なサービスへのアクセスを低

下させ、犯罪と不安定な状態のレベ

ルの増加につながる可能性がある

7. 情報伝達の最も適切な手段を検討す

る： オンラインやデバイスからのアクセ

スも考慮する。現場を離れている政府

のチームやその他のステークホルダーによ

る対応の調整や一般市民との交流に

使用することが含まれる。

8. 必要不可欠なサービスの継続的な供

給を徹底する： 救急医療、外科的

サービス、性と生殖に関する健康のサー

ビス、薬物・アルコールの乱用に関する

サービス、予防接種、公共交通機関、

エネルギー供給と修理、住居、通信、

水、下水とゴミ処理などを含む。これら

を感染性のハザードの安全な管理とと

もに確実に継続する。

3. 現状のハザードと脆弱性を特定す

る：同時発生している健康上の危

機として生じ得るもので、COVID-19

と並行して管理される必要があるも

の。ここには、局所的なリスク評価、

疫学的なリスクに基づいた図表や地

図作成、公衆衛生的対策の実施か

ら生じる得る予測されるリスク、など

が含まれる。

4. 脆弱な小集団を特定し、公平に

保護する： これらの集団はより悪い

転帰を招くリスクがある（表1参

照）。またこれらの人々を援助でき

る可能性があるパートナーを特定する。

ここにはパンデミックや公衆衛生上の

対策がメンタルヘルスに与える影響

の可能性の検討、保護措置の導入、

必要不可欠な社会的なサービスの

継続的な提供が含まれる。

5. 健康上の問題、規範、認識と併せ

て、多様な社会的・文化的な影響

を検討する： 公衆衛生上の対策

の現場での取り組みと有効性に影

響を与え得る小集団におけるものを

検討する。ここには地域に根差した

組織や、特定のコミュニティから信頼

されている可能性がある民族や宗教

のメディアチャンネルが含まれる。した

がって、様々な聴衆やコミュニティに

合わせて、適切な手段で、明確な

公衆衛生上のメッセージを発信する

ことが重要である。死亡者の管理に

おける文化的、宗教的伝統も重要

な検討事項である。

9. 医療施設はCOVID-19への備えを確

保し、必要な追加資源を特定し調達

する： これらには、地方行政が所有し

ている資源、コミュニティや他の部門で

利用できる資源、また転用できる資源

や、あるいは準備や対応活動に貢献で

きる資源を含む（信仰に基づく組織や

製造工場など）。ここには患者需要の

急増を見越して、医療施設を補完する

人材や施設の特定も含まれる。スタジ

アム、コンベンションセンター、ホテル、寮、

軍の衛生職員、物流、工学部門など。

中間・州と国家・連邦レベルの高等機

関との連携も含む。
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10. 適切な住居を確保し、ホームレスに

なるリスクを減らし、地域外への移

動と移動性を予測する：ここにはさ

らなる拡大を阻止するために、また社

会的保護と基本的な需要を守るた

めに、行先の地方自治体との連携

を取ることが含まれる。

11. 良好な精神状態を維持するために

十分な配慮が確実になされるように

する：ここには、適切な場合、運動

のための屋外のスペースへの日常的な

アクセスや、公園を開放しておくなど

の公共のエリアへの安全なアクセスの

確保、混雑の緩和、物理的距離の

維持のための措置が含まれる。

12. 準備のための対策は、強固なエビデ

ンスに可能な限り基づく様に徹底し、

対策の結果起こる人命と生活への

影響を考慮する：ここには類似した

都市環境がどのようにCOVID-19を

管理したかを明らかにするために積

極的に調査し、それらの経験から学

び、適切に適応させ、また互いにエビ

デンスを共有することが含まれる。地

方自治体は、長期的な健康に対す

る脅威への持続可能なキャパシティ

を構築するために、COVID-19の経

験を頼りにしていくべきである。

V. COVID-19へ効果的に

対応するための都市部の

備えに必要な重点領域

COVID-19の拡大を予防し、類似した破

壊的な性質の事象に対する抵抗力と備

えを構築するために、都市部の地方自治

体が取り組むべき4つの重点領域がある。

（詳細は付録1を参照のこと）。

1. 健康リスクと健康影響に対し
て効果的な対応をとる準備と
しての、現場用に調整された

計画

自宅待機の通知の発令や、公共のエリア

の閉鎖となど、国の政府によって採択され

た対策を最前線で実践しているのが都市

部である。ここには全国的な対策や、国

家のフレームワークに適合した対策が含ま

れる。都市部はまた、特定の脆弱な集団

を対象とした対策の導入のような、現場

の課題に取り組むことで活動を補っている。

都市部はそれぞれが独自の状況を有し

ているので、それぞれの地域ごとの多部

門共同で管轄をまたぐ計画を作成し、適

応させ、実施することで、COVID-19や類

似した破壊的な事象への対策が地域住

民の需要に確実に合致するようにすべき

である。計画は急速に変化する疫学的

状況に対応するために十分に柔軟性を

持ち、現地の状況や対応力を考慮した

ものでなければならない。地方自治体は、

すでにCOVID-19の管理経験がある類

似した都市環境からも学ぶことができる。
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さらに、健康に対する緊急事態に対応す

る際は、様々なレベルの政府間の連携が

不可欠である。地方分権にかかわらず、

都市部は、国家の上位の当局と連携す

る必要がある6。

例：

• イギリスのロンドンでは、地域のキャパ

シティを向上するために、システム全体

にボランティアとその他の公衆衛生の

専門家を配置した相互扶助組織を

設立した7。

• COVID-19に関する大統領主催の特

別チームを通じて、ナイジェリアのラゴス、

アブジャ、カノといった都市は、備えの

ために包括的な多分野に渡るアプロー

チを採用することができた8。

• ブルームバーグ慈善財団の「健康な都

市のためのパートナーシップ（ヘルシー・

シティ・パートナーシップ）」は、都市の

COVID-19への対応に向けた学習・

共有ネットワークを作成した9。

• 都市・自治体連合と国連ハビタットは、

現地での経験やCOVID-19への対応

を学び、共有できるようにするために、

生放送の学習用連続講義のオンライ

ンセミナーを開始した10。

2. 対策の遵守を励行するために、
リスクや危機的状況の情報伝達

をし、自治体に参画してもらうこと

明確で一貫性のある公衆衛生上のメッ

セージは、社会の全てのセグメントで必要と

されている。ここには、感染拡大を制限する

ための地域の条例や規制措置を伝達し、

遵守を促進することが含まれる。備えと対

応策を支援する情報を広め、誤解を招く、

曖昧な、また虚偽の情報の急速な拡大の

可能性に対抗するために、都市環境で利

用可能な全ての機会を利用するべきである。

科学的な、そして公衆衛生的なメッセージ

の伝播を促進するための、適切なチャンネ

ル、地域に根差したネットワーク、影響力の

ある人を特定するべきである11。

情報伝達は、積極的なコミュニティの関

与と解決策の共創を組み合わせて行い、

知識とイノベーションを迅速に展開するべ

きである。市民社会組織、市民保護、

大学を通じたボランティアの動員なども

含まれ、これらにより、特に脆弱な人々

の間での対策遵守の機会が改善され得

る。また、長期間に及ぶ自宅待機要請

を遵守することは、人々にとって困難であ

り、これは精神衛生に影響を与える可

能性がある。都市部は食糧供給、

WASH、保健と社会的なサービスを含む

必要不可欠なサービスの提供において、

その他都市に比べた優位性を活用する

ことを、人口密度の高い地区や特に脆

弱な集団のためには検討するべきである。

地方自治体はまた、組織化されたコミュ

ニティ内のグループ（マイクロクレジットグ

ループ、女性と若者のネットワーク、非公

式経済の居住地に従事する人々）と

連携することで、コミュニティ内で最も脆

弱な集団を特定し、誤報やスティグマと

戦い、医療やその他の必要不可欠な

サービスへのアクセスを可能にするべきで

ある。

例：

• シンガポールは定期的に首相が発信す

る情報伝達戦略を実施し、4つの公用

語で政府のメッセージを発信する

WhatsAppシステムを導入した13。

• ケニアのナイロビなどのいくつかのアフリカ

の都市部では宗教上の指導者が、

COVID-19から身を守る方法についての

情報を礼拝者に提供するために、地方

政府と連携している14。

• トルコのいくつかの都市では自治体の警

察が高齢者から食品の注文を受け、自

宅に配送している15。同様に、チュニスの

地方自治体は、全体のロックダウンへの

コンプライアンスを強化するために、脆弱

な人々に必要な食料を自宅配達してい

る16。
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• インドのケララではコミュニティの調理場を開

設し、ロックダウンの期間中に飢える人が

確実に出ないようにするために、低価格で

調理した食品を配達している17。

• ニューヨーク市はウェブサイトを開設し、症状

を自己申告させることによってCOVID-19へ

の市の対応に住民を参加させ、潜在的な

COVID-19患者や自己隔離中の人々の

居場所のより明確な状況を得ることに役立

てた。またこのウェブサイトは市政府がこれら

の人々とのコミュニケーションを取る方法とも

なった18。

3. 各地の状況に適した公衆衛生

対策、特に物理的距離、

手指衛生および咳エチケット

適時に実施される公衆衛生対策、特に

物理的距離、手指衛生、咳エチケットな

どは、COVID-19のような呼吸器疾患の

伝播を遅らせるために重要であり、また医

療機関が患者の要求により良く対応する

ために重要である。人口密度が高いことを

考慮すると、都市部での物理的距離の取

り方は、多くの人にとって達成するのが困

難な可能性がある（例えば共有スペース

に複数の家族がいる場合）。家庭内の環

境で物理的距離の確保が実現できない

場合、地方自治体は、人々を隔離できる

公共施設を特定するべきである。地方自

治体は、物理的距離を保つことができる

安全な住居を持たない人々に対して、一

時的な緊急時の宿泊施設を提供するべ

きである。さらに、立ち退きの一時的な猶

予、住宅ローンの支払い猶予、光熱費の

停止などの措置の実施による、居住の権

利を保護するための臨時の措置が必要と

なる場合がある。

対策としては物理的距離の維持と必要不

可欠な物品やサービスの継続的な供給の

バランスをとるべきである。

ここには、医療や必要不可欠な業種の労

働者のために公共の交通機関を維持しな

がらも混雑を回避する、といった運営上の

変更が含まれる。場所によっては、安全で

身体的な移動手段（例えば自転車や徒

歩）を促進することが役に立つ可能性が

ある（健康的な行動も支援することにな

る）。また一時的に狭い車道を歩行者専

用道路に転用させる必要性がある場合も

ある。

非公式経済やセクターに依存している

人々は、必要不可欠でない事業の閉

鎖命令や人口移動の制限などの措置

を遵守することが困難である可能性があ

る。これらの閉鎖はまた、特に食品部門

での雇用喪失に拍車をかけ、これらの市

場に依存している生産者に影響を与え

る場合がある。都市部は、非営利のセ

クターや民間部門との連携を模索し、食

料へのアクセスを維持しながら、食料と

農業の損失を軽減することは、特に脆

弱な小集団に対して行いうる選択であ

る。加えて、インターネットなどで企業と

消費者を結び付ける方法も推奨される

べきである。

可能であれば、都市部は、公共のスペース、

市場、道路において、完全に封鎖すること

なく物理的距離を確保するための対策を

導入するべきである。ここには地面の目印

や、歩く方向の制限が含まれる。また儀式

や式典の延期や変更が宗教上の指導者

により支援されると言うことも模索されるべ

きだ。COVID-19の状況におけるマスクの

使用についての助言は、公表されている暫

定ガイダンスに基づくべきである19。

非公式の住宅地などの地域では、安全な

WASHへのアクセスが不十分である可能

性があり、よって推奨される一般的な手洗

いを遵守することが難しくなっている場合が

ある。
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これらの課題には、コミュニティとの協議と

教育、重要な経済的および基本的（例

えば食料や水）欲求の予測と充足、洗

面所、石鹸、消毒剤へのアクセスを改善す

る革新的なアプローチを必要とし、これには

WASHのインフラを追加で配置することが

含まれる。ここには公共の建物、医療施設、

学校、公共交通機関の駅の中といった部

分の衛生施設が含まれる20,21。

例：

• 石鹸と水の供給が少ないエチオピアと

ケニアでは、最小限の水量で済む抗

菌布22、節水型の蛇口、低コストの泡

石鹸が試用されている23。

• ブラジルのサンパウロ市庁では、混雑し

た場所での手指衛生を改善させるた

めに、街路に携帯用水の入った流し

台を設置した24。

• ラトビアでは1台のバスに乗れる乗客の

数を減らし、1つおきの席にだけ座れる

ようにした25。いくつかの都市では、バス

の運転手による切符の販売が廃止さ

れ、乗客は後部ドアからの乗車のみ許

可されている26。コロンビアのボゴタでは、

人々が徒歩や自転車に乗るためのス

ペースを拡大するために、自動車用道

路を封鎖し、日々の通勤時の物理的

距離の確保を促している27。

• モロッコはCOVID-19によるロックダウ

ンの直接的な影響を受けた非公式経

済部門で働く家庭や人を支援するた

めの措置を導入した28。

• スペインのバルセロナの地方自治体は、

観光事業協会との協定を最終的に

締約し、本来は観光の目的とされてい

た200のアパートを、脆弱な状況にある

家族やホームレスのための緊急住宅と

して割り当てることになった29。ブラジル

のリオデジャネイロは、適切な物理的

距離を保てるように、非公式の居住地

の高齢者を受け入れるために、地元の

ホテルに部屋を用意した30。

4. COVID-19のための医療サービス
へのアクセス確保と必須サービス
の継続

都市部には国の紹介センターがあることが

多く、需要の急増に対応するための準備

が必要となっている。ここには医療施設や

コミュニティにおけるCOVID-19の症例管

理のための計画31,32、医療サービスのキャ

パシティを増大させる方法、負荷を分散さ

せるための医療施設間での輸送が含まれ

る。可能であれば、都市部は、モデル化や

影響を受けた地域の医療データを用いて、

急増の予測を行うべきである。検査を含む

医療へのアクセスの障壁は、緊急事態の

間に増大する可能性があるため、障壁へ

の取り組みを行い、医療を必要とする全

ての人が継続的に最大限のアクセスを確

保できるようにすべきだ。社会的なケアは、

医療へのアクセスの提供と、医療制度内

での需要管理を支援する上で重要な役

割を果たす。予防接種を含むその他の疾

患に対する必要不可欠なサービスは継続

され、過剰な罹患と死亡を予防せねばな

らない33。かかりつけ医療サービスの継続も

必要不可欠であり、可能であれば遠隔医

療などの技術的な解決策が検討されるべ

きである。乏しい個人用防護具（PPE）

も、医療従事者に優先的にあてがわれ、

医療従事者の業務中感染を確実かつ十

分に保護する必要がある。

健康以外の必須サービスの継続確保はま

た、COVID-19の予防と制御に寄与する。

必要不可欠な公共サービスやインフラの簡

明なリストの用意、確実な優先順位づけと

継続的な提供が含まれる（サービス提供

者は地方自治体であろうと独立業者であ

ろうとこれらが必要である）。必要不可欠

なサービスには、社会的なサービス、つまり在

宅介護、公共交通機関、WASHと廃棄物

処理、食料とエネルギーの供給が含まれる。
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例：

• パキスタンのイスラマバードの私立病院

では、COVID-19の管理において市の

キャパシティを高めるために、ベッド、隔

離室、人工呼吸器を提供している34。

• インドのニューデリーにあるジャワハルラー

ル・ネルー・スタジアムは、COVID-19

患者の隔離施設に転用された35。ス

ペインのマドリードは、スケート場を死体

安置所に転用し36、イギリスのロンドン

では、コンベンションセンターをCOVID-

19患者のための病院に転用させた37。

• イタリアの保健省と大学・研究省はと

もに、都市レベルで医療従事者を増

加させるために、最終学年の医学生

の卒業を早めた38。

• アメリカの各都市では、医療施設の

需要を減らすために、ドライブスルー型

の検査施設を導入している39。

VI. 将来の危機に備える

回復期への推移または流行と流行の間

の時期への推移において、都市部は、

COVID-19対策の段階的な解除を、上

述の検討事項に沿って確実に行うべきで

ある。そうすることで、伝播を持続的に低

レベルで抑制しながら、経済的、社会的

生活の一部を再開できる。もちろんこれら

は社会経済学的利益と疫学的リスクの

バランスを慎重に検討しながら優先順位

を決める必要がある3。

ここには、特に脆弱な集団に対して、対

策の持続可能性と影響を評価すること

が含まれる。

COVID-19のために都市部で取られる緊

急の対応は、現在もしくは将来おきる健

康上の緊急事態にむけた持続可能な対

応力向上の準備を図ることになる。

COVID-19を管理するための資金は、こ

れらの相互に関連した目的に寄与するよ

うに利用されるべきである。今回のパンデ

ミックへの緊急対応の行動は、より長期

的なスパンでの活動へ移行させ、その活

動は、他の健康上の緊急事態に必要と

なるニーズを満たすために増大させることが

可能な計画や医療制度によって保持され

るべきである。都市環境が準備段階にあ

る場合、また対応から回復の段階へ移行

している場合、あるいはCOVID-19の流

行と流行の間にあるとき、これらの側面が

特別に検討されるべきである。

都市部はまた、COVID-19の経験を文

書化し、学び、共有し、適応させるべき

であり、ここにはエビデンスを収集し、対応

力の持続性に向けた資金調達を提唱す

るための事前の対策を講じることが含ま

れる。適切な場合には、行動後の再評

価を正式に実施することも望ましい。そう

することで、現在のアウトブレイクの期間

に行われた緊急事態への準備の進展が、

より広い医療制度に利益を与え、将来

の事象のリスクと影響を軽減することにお

いて、より良い準備のための情報提供と、

その準備の構築に役立つものになること

は確実だろう。

追加資料

Local authorities of urban settings may find additional information on

COVID-19 that is relevant to them at the following website:

https://www.who.int/teams/risk-communication/cities-and-local-governments/

Additional preparedness resources can be found at the Strategic Partnership for

IHR and Health Security Website: https://extranet.who.int/sph/

https://www.who.int/teams/risk-communication/cities-and-local-governments/
https://extranet.who.int/sph/
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健康リスクと

健康影響に

対して効果的

な対応をとる

準備としての、

現場用に調整

された計画

地方自治体が管理、

調整、政策立案にお

ける重大な責任を負

う可能性がある。これ

らの責任はアウトブレ

イクの状況発展に

伴って変化する。

•現地のCOVID-19対応計画を策定する際には、現地の多部

門・複数のステークホルダーの協力と連携によるアプローチを

採用し、準備と対応計画における地方自治体と関連部門の

関与を要する。ここにはサプライチェーンの特定、分野横断的

な労働力の動員、現地の機関、確立されたコミュニティのリー

ダーやグループ、専門家団体の関与が含まれる。

•キャパシティアセスメントとリスク分析の実施：市場や公共の

交通機関など、伝播のリスクが高いホットスポットの特定、地

域の脆弱な集団の位置の特定、その集団の医療、WASH、

食糧配給などの公共サービスへのアクセスを含むインフラの脆

弱性の特定、必須サービスの拡大と継続を支援できる地域

資源、施設の位置特定を行う。

•アウトブレイクの各段階でCOVID-19の拡大を封じ込め、影

響を緩和するための一貫的戦略を開発する。都市部や海外

からの移住者の居住区における、接触者追跡、暴露した人

の検疫、病気にかかった人の隔離、食料へのアクセス、食品

システムの支援が含まれる。

•COVID-19戦略的準備・対応計画（SPRP）と国家計画に

基づき、地方のレベルでの予防、検出、評価、対応のための

キャパシティの向上につながるであろう優先的活動を決定し、

実施する。

地方自治体（例え

ば市区町村、行政

区域）は一貫した整

合性のある効果的な

準備と対応を確保す

るために、周辺の自

治体や上位当局と

の調整を行う必要が

ある。

•上位当局（例えば地方、州、国家）や周辺の地方自治

体との双方向のコミュニケーションを確立し、テストする。例え

ば、現地の状況や、準備と対応のための対策に関する連邦、

国のガイダンスを定期的にアップデートする。

•上位当局や周辺の地方自治体との双方向のコミュニケー

ションを確立し、テストする。例えば、サプライチェーンへのアク

セスや、医療従事者、医薬品、物資、その他の物流などの

資源の配置情報などを含む。地方の対策は、全国的な対

策と整合させるか、国のフレームワークに沿ったものにすべきで

ある。

付録 1： COVID-19への備えに際しての都市部への検討事項と推奨事項

都市部における

検討事項

目的 都市部に対する推奨事項
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健康リスクと

健康影響に

対して効果的

な対応をとる

準備としての、

現場用に調整

された計画

都市部は入り口

を経由して、国

内の他の地域や

国外へ高い接続

性を持っている。

•重要でない国内外の渡航について、適切かつ相応しい

制限をおこなう入り口準備対策を開発し、テストし、実

践する。計画には医療と人道的な物資の配給のための

入り口の使用を含めるべきである。

•疾患の拡大を最小限に抑え、食品システムの支援を確

保するために、都市から農村への移動やその逆の移動の

管理を行うための方法を開発する。

豊富な経験を他

の地域と共有す

ることで、より良い

準備と対応が可

能になる。

•COVID-19にまさに直面している、または対応することがで

きた類似の都市環境の経験から学び、関連する活動を適

用する。ここには、関連する都市間のネットワークを活性化

させ行うもの、WHOが収集したケーススタディを通じて得る

もの、また世界戦略的準備ネットワーク（the Global 

Strategic Preparedness Network；GSPN）を通じて

回覧されるものが含まれる。

•キャパシティを強化する行動、経験、教訓を文書化し、その

他の都市環境と共有するためのメカニズムを開発する。

対策の遵守を励

行するために、リ

スクや危機的状

況の情報伝達を

し、自治体に参

画してもらうこと

国民は複数の情

報源にアクセスし

ており、その中に

は誤報につながる

ものがある。

•地域の状況に適した健康リスクの情報伝達に関わる革新

的かつ実用的な解決策の開発、テスト、実施。ここには透

明性、明確性、一貫性、対策の根拠の説明、伝統的・非

伝統的情報伝達手段・ソーシャルメディアの使用が含まれ

る。これらの伝達事項は状況に応じて変化する可能性が

あり、現地の言語であるべきである。

•国民の認識、知識、態度を監視し、分析する（例えば迅

速調査を介して）。ギャップや誤報の同定といった作業も

含む。

•誤報を修正するための積極的な段階的対策の開発、テス

ト、実施。

•必要不可欠なサービス（食料品店や郵便サービス）を実

施している間に保護する必要がある特定の労働者のグ

ループに対し、健康リスクのメッセージを伝達する手段を開

発、テスト、実施する。

特に住宅格差が

ある地域では、脆

弱な集団には手

が届きにくく、対

策を遵守すること

において課題があ

る可能性がある。

•都市部の脆弱な集団を特定し、地図を作成し、市民社会

のパートナーを介したものを含めて、これらのグループに手を差

し伸べ、情報を広めるために、革新的で実用的な解決策を

開発、テストする。

•実用的な対策を開発し、特に脆弱な集団に対して、生活

と生計に与える予期される影響について評価する。ここには

対策の持続可能性や、その身体的、社会的健康、メンタ

ルヘルスにおける影響を検討することが含まれる。

[次ページに続く]

都市部における

検討事項

目的 都市部に対する推奨事項

都市部におけるCOVID-19への備えの強化
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対策の遵守を励

行するために、リス

クや危機的状況

の情報伝達をし、

自治体に参画して

もらうこと

特に住宅格差

がある地域で

は、脆弱な集

団には手が届

きにくく、対策

を遵守すること

において課題

がある可能性

がある。

•訪問による活動と対策の導入において利用可能なコ

ミュニティのリソースを最大限に活用する（すなわち地

域社会全体へのアプローチの適用）。コミュニティの

リーダーや、自治体の参画に与する社会活動、（草

の根活動、宗教的指導者）、民間部門への声かけ

なども含まれている。

•予防接種など、その他の健康に関する介入を行うた

めに使用される、既存のコミュニティネットワークを利

用して構築する。

各地の状況に適し

た公衆衛生対策、

特に物理的距離、

手指衛生、および

咳エチケット

管理すべき人

数が多く、混

雑した場所で

は拡大が速い

可能性があり、

独自のニーズを

もつ異なる集

団の混合と

なっている。

•現地の状況に適した形で、公共の場での物理的距離

の確保のための革新的で実用的な解決法の可能性を

開発し、テストする。ここには大勢の集まるイベントの制

限や密閉された公共の場を選択的に閉鎖することなど

の措置が含まれる。

•密閉されていないオープンな公共空間で物理的距離の

確保を促進する方法を検討する（例えば緑地や自然

空間、狭い車道を一時的に封鎖することで作った空

間）。

•地域の状況に適切な、家庭環境での物理的距離の

確保のための革新的で実用的な解決策を開発し、テ

ストする。ここには症例の自宅隔離、接触者の家庭内

での隔離、また家庭内での過密状態を軽減させながら、

家庭の外への移動を制限する手段が含まれる。不可

能な場合は、公共の資源や施設の使用が検討される

べきである。

•社会環境での物理的な接触を制限するための革新的

で実用的な解決策を開発し、テストする。ここには握手、

ハグ、頬へのキスへの代替手段、学校や宗教センター、

娯楽施設の閉鎖、高齢者施設や慢性ケアセンター、

刑務所の訪問制限が含まれる。

•物理的距離を確保する対策を促すための保護措置

（例えば食品の宅配サービス、空きユニットや再利用さ

れた建物での一時的な緊急の住居）を設置し、家賃

や住宅ローンの支払い、立ち退きを延期することなど、

ホームレス化のリスクを低下させるための臨時措置を実

施する。

都市部における

検討事項

目的 都市部に対する推奨事項
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各地の状況に

適した公衆衛

生対策、特に

物理的距離、

手指衛生およ

び咳エチケット

多数の人を雇用する

商業や経済活動の

中心地では物理的

距離を確保する必要

がある。

•物理的距離の確保を実施するために、企業や団体、会社

を参加させる。可能であれば在宅勤務を、また必要であれ

ば物理的な買い物の配送サービスや集荷のオプションによる

代用といった事業継続計画を奨励し、テストする。

•特に非公式経済に依存している人に対して、物理的距離

を置くことによる生活への影響を緩和させる方法を開発する

（例えば救済パッケージ）。

都市部の間を移

動するための公共

交通機関におけ

る健康リスクは

減少させるべきで

ある。

•現地の状況に適切な、公共交通機関の健康リスクを減少

するための革新的で実用的な解決策を開発し、テストし、

実践する。混雑を軽減させながらサービスを維持するための

運営上の変更が検討されるべきである。ここには遠隔勤務

やピーク時以外の時間帯の移動の推奨、経路や公共交通

機関の車両数の変更、安全でアクティブな移動（例えば徒

歩や自転車）の促進、そして清掃や消毒の手順が含まれ

る。通勤を継続する必要のある必要不可欠な業種の労働

者が優先されるべきである。

一部の集団は

WASH施設への

アクセスが悪い

可能性がある。

•現地の状況に適した、個々人が行う、手指衛生や集団

内での咳エチケットのための革新的で実用的な解決法を

開発し、テストし、実践する。ここには簡単で正確な教材の

使用、WASHインフラの追加設置、WASH施設へのアク

セスが制限されている人々のための実用的な代替案が含

まれる。

COVID-19の

ための医療

サービスへのア

クセス確保と

必須サービスの

継続

都市部の病院や

保健施設の多く

は国の紹介セン

ターである。

•医療施設やコミュニティにおけるCOVID-19の症例管理の

ための計画を、可能であれば緊急活動センターの支援を

受けながら、確立し、テストする。需要の増加の管理、医

療従事者や追加の資源、施設（例えばスタジアムや軍の

衛生サービス）の配備、感染予防と制御のニーズへの対

応を含める。

•医療従事者を確実かつ適切に保護すると同時に、医療

サービスのキャパシティを高めるための革新的な解決法を

開発し、テストする。ここには民間病院の関与、十分な能

力のあるボランティア（退職者や最終学年の医学生な

ど）の動員、医療機器や個人用防護具（PPE）の量の

増加が含まれる。

•過剰な負荷がかかった病院の間で転院の準備を計画する。

ここには国内の都市間や国際的な都市間の移動が含ま

れる。

都市部における

検討事項

目的 都市部に対する推奨事項

都市部におけるCOVID-19への備えの強化



地方自治体への暫定ガイダンス 18

COVID-19のため

の医療サービスへ

のアクセス確保と

必須サービスの

継続

必須医療サービ

スは、資源の流

出により影響を

受ける可能性が

ある。

•必須医療サービスの継続性を確保するための計画を確

立し、テストする。ここには救急医療および外科医療サー

ビス、予防接種が含まれる。かかりつけ医システムの継続

は不可欠であり、可能であれば遠隔医療などの技術的

な解決法が検討されるべきである。

ある集団では、

COVID-19に必

要な検査サービス

や医療施設へのア

クセスが悪い場合

がある。

•COVID-19の評価、検査、接触者追跡へのアクセスのた

めに革新的で実用的な解決法を開発し、テストし、医療

施設を準備する。ここには移動式検査装置やドライブス

ルー検査施設が含まれる。

•必要な際に在宅、医療施設、もしくは遠隔医療で、

人々が確実にCOVID-19に対する治療にアクセスできる

ようにするために、可能性のある革新的で実用的な解決

策を開発し、テストする。

死亡者数が既存

の埋葬や火葬の

キャパシティを圧

迫、あるいは超過

する可能性がある。

•葬儀、埋葬、火葬の代替的かつ一時的な管理のための

準備を、現地の状況に合わせて行う。ここには儀式の際

の適切な物理的距離の確保が含まれる。

ヘルスケア分野を

越えた、必須公

共サービスの継続

を確保する必要

がある。

•維持が必要な必須公共サービスと基本的なニーズ、そし

て先送りが可能なサービスなどのリストを定義し、これを

広く伝えていく。

•職場での欠勤、テレワーク、資源の制限（資金、スタッ

フ、物流）といった状況に基づいて、必須公共サービス

の継続を確保するために、都市部の標準業務手順書

（SOP）と事業継続計画（BCPs）を開発し、テスト

する。これらの手順や計画には、サービスのオンラインへの

移行、インターネットの帯域幅の開放、ボランティアや民

間部門の必要に応じた関与が含まれる可能性がある。

都市部における

検討事項

目的 都市部に対する推奨事項




